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サウンディングは、自治体による聞き取りの場ではなく、民間事業者との情報交換の場であ
ることを念頭に進めていくことが肝要です

サウンディングの前提

官民対話の進め方と留意点

サウンディング

・事業に至る経緯

・事業を通じて実現したいこと

・事業条件、KPI

・具体的な情報開示

・民間事業者に期待する事 など

事業に対する参画意向

・事業参画におけるポイント・条件

・事業に対するアイデア

・自社のビジネスモデル

・実績、事例 など

対話・情報交換

聞き取り

自治体 民間事業者

相互の情報交換を通じ、互いのビジネスモデルを理解し事業成立性を高める
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進め方のポイント

5W1Hを意識し、相手が知りたい内容をイメージしたサウンディングとすることで、一方通行・
押しつけ型にならず、円滑かつ密度の濃いサウンディングが可能となります

Who
どんな事業者が参加するか

What
何をしたいのか

When
スケジュール感は

Where
どこでやるのか

Why
なぜするのか

How
どんなスキームか

事業を通じ何を実現したいか？
民間に期待することは？

いつまでに実現したいのか？
提案時期・期間はどうか？

自社が出られる条件だろうか？
誰と組めばよいだろう？

どこまで使っていいか？
周辺にどんなものがあるのか？

この事業を行う目的は？

自社が出られるスキームか？
調整要素はあるのか？

民間は何をしたいのか？
魅力的にするアイデアは？

開業までどの程度かかるのか？
工程はどの見れば良いか？

どんな企業が関心を持つのか？

物件を活用する範囲は？

財政圧縮以外のアイデアは？

どんなスキームが良いか？

民間事業者自治体
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官民連携事業化のステップ

官民連携事業化にあたっては、大きく以下の3つのステップがあり、それぞれのステップに応じ
たサウンディング方法を選択する必要があります

ステップ ① ステップ ② ステップ ③

⚫ 上位計画等において、事業
化（施設整備・改修または
施設廃止）の判断は決定済
み、または既に管理運営等
を実施済み

⚫ 官民連携事業化すべきかど
うかについての判断が決定
していない状況

事業コンセプトの整理
発案段階サウンディング
詳細検討可否の判断

⚫ 官民連携事業化の詳細検討
を着手することについて庁
内にて合意が取り付けられ
た状況

⚫ 公募に向けた詳細条件の検
討と事業成立性の精査

条件検討段階サウンディング
事業化判断、条件確定

⚫ 官民連携事業手法を用いて
事業を実施することについ
て、ステークホルダーを含
め合意が取れている状況

企業参画、参加資格の工夫
公募資料策定・事業者選定

契約締結・事業実施

可能な限り、事業構想を膨らませ
るフェーズ

事業発案段階 事業条件検討段階 公募・事業化段階
事業化実現のため、膨らませた構
想を畳んでいくフェーズ

特定の条件化で、よりよい民間のノウ
ハウ・アイデアを求めるフェーズ

審査委員会を
設置の上、提案を審査

施設整備・改修事業の場合、基本構想や基本計画を並行して策定・検討
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各段階にて想定されるポイント

ステップ毎で、留意しておくポイントが違うことを意識し、ヒアリング項目や開示資料を整えて
おくことが必要です

ステップ ②

事業条件検討段階サウンディング

POINT

より具体的な事業内容をイメージできる様、事
業者からのアイデアを引き出し、それが実現で
きる条件を確認することがポイント

より具体的なアイデアから、事業計画を聴取し、事業性の評価や、
事業性を発揮できるスキーム構築を行い、民間事業者にとっても
経済的・事業的魅力のある計画を作りこむ

ステップ ①

発案段階サウンディング

POINT

地域内の事業者、実績を有する事業者、先進的
な取組みを実施している事業者など、幅広い者
からの意見を聴取することがポイント

多様な民間事業者に対して直接意見を聴取し、事業発案に係るア
イデアを膨らませるとともに、将来の公募に向け、民間事業者の
事業への興味・関心を促す

ステップ ③

公募・事業化段階サウンディング

POINT

期待する事業が提供できる事業者が参画でき、
無理なく事業継続できる条件設定と評価指標と
なっているかを確認することがポイント

事業者が参画しやすく、競争性の働く公募企画の為の論点を聴取
から洗い出し、また公募直前の広報・周知をとして、競争性のあ
る公募を実現する
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サウンディングの方法

状況に応じて適切な手法を選択する必要があります。また、公平性・透明性の確保に係る

明確な規定はありませんが、それぞれ以下の点に留意しての対応が肝要です

Ａ

公
募
型

i) 公開で実施

ii) 個別・非公
開型で実施

Ｂ 非公募型
（個別で実施）

• 国交省ブロックプラットフォー
ムや地域プラットフォーム等の
場で、複数企業同時に公開の場
で意見等を聴取する

• ホームページなどで参加者を公
募の上、希望する事業者に対し、
個別で意見を聴取する

• 実績を有する事業者等に個別で
打診を行い、意見を聴取する

• 参加者を集めやすい
• 公平性・透明性の高いプロセス

で実施できる
• 多数の民間事業者が参加するた

め、幅広い意見を聴取しやすい

• 公平性・透明性の高いプロセス
で実施できる

• 個別に意見を確認するので本音
を聞き出しやすい

• 実績に裏付けられた有益な意見
を得ることが可能

• 個別に意見を確認するので本音
を聞き出しやすい

• 個別の民間事業者の発言機会が
少なく、他の企業にも配慮する
ので、本音を聞き出しにくい

• 参加者が十分に見込まれない可
能性がある

• 実績を有する民間事業者等から
の意見を必ずしも聴取できると
は限らない

• 実施対象者選定にあたって、公
平性・透明性に留意する必要が
ある

サウンディング実施概要 メリット デメリット

サウンディング実施時の留意点

⚫ サウンディング調査に参加する全ての民間事業者に対し、基本的には同量・同質の情報を提供する

⚫ 将来の入札、公募にあたって有利となる情報（例えば審査や評価に係る情報等）の提供は行わない

⚫ 個別対話の内容は、原則として非公開とするが、今後の事業化に向け、全ての事業者に対し大きな影
響を与える可能性がある意見や、当該意見に伴う方針の決定については、民間事業者のノウハウの流
出に配慮しつつ、結果の公表時、または遅くとも公募関連資料において公開する
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プレサウンディングの実施

いきなり公募型にて実施することは得策ではなく、まずは、民間事業者に対する周知等をか

ねたプレサウンディングを行うことを推奨します

サウンディング
実施にあたっての

留意点

• サウンディングにより、民間事業者より、アイデアや創意工夫等を確認し、事業化の参考とすることは極
めて有用である一方で、十分な準備無しにサウンディングすることで逆効果となる可能性もありうる

➢ 十分な参加者が集まらない： サウンディング実施にあたっての周知が十分でない場合、事業に対
する十分な理解、興味関心が民間事業者から得られていない場合には、参加者が集まらず、必要十
分な数の意見を聴取することが困難となる

➢ 適切な事業者からの意見を聴取できない： 官民連携事業に対して実績やノウハウのない事業者の
みが参加する場合、本来であれば実現可能な技術・コンテンツを有する事業者がいるにもかかわら
ず、当該事業者への周知が十分でなく参加しなかった場合には、官民連携事業化にネガティブな意
見のみが聴取されることとなり、サウンディングの実施がむしろ官民連携の推進のブレーキになっ
てしまう可能性がある

プレサウンディング
の必要性・実施方法

• 公募でのサウンディングに先駆けて、多様な民間事業者による事業に対する十分な理解や興味関心を募り、
官民連携事業化の検討に着手している旨を周知するため、公共側から特定の民間事業者に対し対話の打診
を行う「プッシュ型」のプレサウンディングの実施を推奨する

• プレサウンディングにおいて意見を聴取すべき民間事業者のカテゴリとしては、以下のようなものがある
➢ 類似施設の官民連携事業の実績を有する事業者： 対象事業の類似施設について、同種の官民連携

事業に係る実績を有する事業者に対し、専門的な視点から事業の実現可能性、必要となる条件等に
係る意見を聴取する

➢ 民間ビジネス等を中心に実施する事業者： 発想を膨らませるため、飲食や物販、アウトドア等に
係る事業者や子育て支援や高齢者福祉等、社会課題に取り組む事業者など、民間ビジネスを中心と
した事業者について事業化の可能性に係る意見を聴取、近年ではベンチャー企業等による参画も期
待されるところである

➢ 地元関連事業者： 地域活動との連携可能性や地元のキーパーソンの動向などに係る意見を聴取す
るとともに、官民連携事業化に伴う影響や懸念等についても意見を聴取する必要がある。地元企業
へのアプローチについては、関係部署に照会をかけるとともに、地域金融機関による紹介等を打診
することも有用である
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ヒアリングターゲットの見極め

効果的なヒアリングの為、民間事業者の事業範囲のパターンと事業手法の組合せを検討

し、適切な事業者毎にヒアリング内容を適応させていくことも有用です

事
業
化
パ
タ
ー
ン
の
整
理

民間事業者の
事業範囲

事業手法

資
金
調
達

既
存
建
物
解
体
撤
去

基
本
設
計

実
施
設
計

工
事
監
理

工
事
・
施
工

物
品
調
達

供
用
準
備
・
引
継

運
営
維
持
管
理

修
繕
・
更
新

バ
リ
ュ
ー
ア
ッ
プ
投
資

解
体
・
更
地
返
還

余
剰
地
開
発

隣
接
地
等
開
発

複
数
施
設
包
括
管
理

自
主
事
業
実
施

利
用
料
金
収
受

• 官民連携事業化にあたって、どこまで
の範囲を同一の民間事業者に実施させ
るか、どの公共施設、どの事業を一体
的に民間事業者に実施させるかについ
てパターンごとに、メリット・デメ
リットを整理する

• メリットデメリットの整理にあたって
は、サウンディングの結果や庁内関係
部署の意見等を参考とする

どこまで民間事業者の範囲とするかのパターンを整理

PFI

施設所有権

支払いスキーム

Ｄ
Ｂ
Ｏ

Ｄ
Ｂ

リ
ー
ス

指
定
管
理
者

運営権

業
務
委
託

(

定
期)

借
地

各
種
許
可

業務範囲のパターンに合わせて事業手法の組合せを検討
• 事業手法については、民間事業者に実

施される事業範囲に最もよく適合する
ものを組合せて活用する

• 手法の性質（法律上の制約、適用・運
用条件上の制約、損害等への補償可能
性、リスク分担等）の観点から可能な
組合せを検討する

整備 施設管理 施設運営
そ
の
他
事
業
内
容
に

応
じ
て
適
宜
追
加

対象

論点

提供資料

対象

論点

提供資料

対象

論点

提供資料

建設、設計、デベ

整備規模、整備コスト
周辺開発余地 など

施設計画・都市環境など

不動産管理会社

維持管理コスト、管理手法
維持管理業務内容 など

現況施設、施設計画など

運営会社、ｺﾝﾃﾝﾂﾎﾙﾀ゙ ｰ

運営コスト、業務内容
自主事業内容 など

現況施設、施設計画など
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サウンディングのポイント

PPP事業はマッチングであることを意識し、官民互いのビジネスが成立するよう対話を重ねる

ことが重要です

具体的な情報開示

ヒアリング相手がビジネスをイメージできる様、対象事業のみならず周辺情報含めた情報を提供することで、

より具体的な意見交換とイメージ共有が可能となります。1

2
積極的な情報収集と継続的な対話

一方通行のヒアリングとならない為に、情報収集を行い発注したい業務イメージを思い描くと共に、継続的な

対話を行うことで深みのある情報獲得を行うことが肝要です。

4
相互での情報交換

情報交換を相互に行うことで、企画に対するイメージの共有と共に、企画の深堀をしていくことができ、新たな

発想の創出や、気づかなかったリスクの確認を、行うことが可能です。

3
事業内容の周知と機運醸成

聞き取るだけでなく、発注者側の意図や思いを伝えることで、事業者側のイメージ形成に繋がり、具体的な

関心を得ることで、機運醸成と情報周知に繋がり、魅力的な提案を促すことが期待できます。

5
相手のビジネスモデルへの理解

発注者側の利益（VFMなど）だけでなく、民間側がどのように利益を生み出すのかを知ることで、事業の収益
性や事業継続を高めることに繋がり、民間の関心を得られるとともに、継続的な地域賑わい形成を促します。
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